



























































































本研究は、大阪府にある公立 H 小学校をフィールドに実践を行った。筆者は 2016年 11
月に市教育委員会から依頼を受け、H 小学校の日本語支援教室で複言語・複文化の子ども
の支援に携わり始めた。教室は週に 1回、放課後に 40分程度開かれている。筆者は学外か










もの様子が共有できるようになっている。学級担任については、2017年度は O と J それぞ




O と J は、2016年 11月から日本語支援教室に通い始めた。表 1は日本語支援教室に通い
始めた 2016年 11月時点での O と J の情報をまとめたものである。
言語能力については、2016年 10月に「外国人児童生徒のための JSL 対話型アセスメント












扱った活動（Candelier et al. 2012）を行うことで、子どもの複数言語の育成、および、異な
る文化背景を持つ他者と交流する力の成長を目指した。そして、複言語・複文化の子どもた
ちが在籍学級で他の児童と関わり、学びを育む環境を整えていくために、在籍学級との連携
表 1 O と J の概要（2016年 11月時点）












































表 2 2017年 4月～2019年 3月の実践内容一覧





















































支援体制を整えると同時に、筆者は授業時の O と J の様子を把握するよう努めた。当時、
筆者が関わっていたのは管理職員以外では、習熟度別の算数の授業で O と J を担当してい
た算数教員のみであった。校長からは「J は、教室をとても楽しみにしている」と日本語支
援教室に対する子どもの反応を聞くことはできたが（FN 2017年 5月 12日）が、在籍学級
での様子について情報を得ることはなかった。一方、算数教員からは、授業中の O と J の
様子、二人ができることや課題について話を聞くことができた。また、課題についても、そ
の原因がどこにあるのか話し合うこともあった。しかし、担任とは顔を合わせる機会が得ら
れず、在籍学級での O と J の状況を把握することはできなかった。
4.1.3 在籍学級との連携に向けたアプローチ







筆者は、算数教員と情報共有する中で、O と J が在籍学級で授業に参加するにはまだ課
題があると感じていた。そのような状況の中、日本語支援教室内で O と J が自身のルーツ
であるタイやアメリカについて積極的に話したり書いたりする様子が観察され、ルーツのあ
る国に関する知識や経験を活かして参加できるような活動であれば、O も J も在籍学級で
の授業や活動に自信をもって参加し、発言することができるのではないかと考えた。そこ
で、そのような活動を在籍学級で行う予定があるかどうか、ない場合は、実施が可能かどう
か、校長に相談を持ち掛けた。すると校長からは、O も J もコミュニケーションがとれて
いて、他の子どもたちの輪の中にも入れているため、担任もそのような活動を必要としてい
ないのではないか、そういう状況では 1人の子どものために時間を割くのは難しいかもしれ












































2017年度の実践を終え、O と J は日本語支援教室内で自身のルーツや経験について日本
語で積極的に話すようになっていた。しかし、在籍学級では他の人と「違う」と思われるこ







や目的の共有」が必要であり、そのためには O と J の日本語の力や課題について、筆者と
学校側とが「対象者の課題への共通認識」を持つことが大切であることがわかった。そこ
で、2017年度の 3学期終了後、校長に依頼して担任との話し合いの場を設け、まずは O と
J の在籍学級での様子を把握することから始めた。その結果、在籍学級では O も J も教科
学習に課題を抱えており、特に J は発表しようと手を挙げることはあるが、考えを言葉に
できず発表をやめてしまうことがあることがわかり、そこを支えるための日本語指導が必要

















ったことから、2018年度、筆者が校長に O と J の状況や課題を積極的に伝えるようにした
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いろいろな国を知り文化の多様性を知ることが狙いであった。これは O と J がルーツにつ
いて話したいときに安心して話せる環境づくりという、筆者が必要だと考えていた取り組み
と一致するものであった（FN 2018年 7月 24日）。また、在籍学級では 2018年度 3学期に、
保護者を呼んで実施する 2分の 1成人式が控えていた。2分の 1成人式では、全ての子ども

































かと考える。既述の通り、在籍学級では 3学期に 2分の 1成人式が控えていたため、在籍学
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